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愛媛県核燃料税条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２９年７月７日

愛媛県知事 中 村 時 広
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愛媛県核燃料税条例施行規則（平成２５年愛媛県規則第５３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

発 行 愛 媛 県

" J : "

2 A

○ 愛媛県核燃料税条例施行規則の一部を改正する規則……………………………………………………………………………………………………（税務課）……１

○ 知事が取り扱う個人情報の保護に関する規則の一部を改正する規則……………………………………………………………………………（広報広聴課）……２

○ 児童福祉法施行細則等の一部を改正する規則……………………………………………………………………………………………………（子育て支援課）……５

=9+-.2A

○ 愛媛県職員の退職手当の支給等に関する規則の一部を改正する規則……………………………………………………………………（人事委員会事務局）……１８

改 正 後 改 正 前

L;B!7（第２条関係）

（その１） 省略

（その２）出力割用

L;B!7（第２条関係）

（その１） 省略

（その２）出力割用

省略 省略

申告額又は修正申

告額

運転に係

る事業

千! 月 千! 円

４０，０００

円

申告額又は修正申告額 ⑤

千! 月 千! 円 円

廃止に係

る事業
３０，０００

４０，０００

計 ⑤

この申告が修正申

告である場合は、

既に納付の確定し

た額

運転に係

る事業
４０，０００

この申告が修正申告で

ある場合は、既に納付 ⑥

の確定した額

廃止に係

る事業
３０，０００

計 ⑥

省略 省略

発電用原子炉を設置して行う運転及び廃止に係る事業の明細 発電用原子炉を設置して行う発電事業 の明細

発電用原

子炉の名

称

熱出力

⑦

使用前検査

合格年月日

⑧

認可年月日

⑨

確認年月日

⑩

発電用原

子炉の名

称

熱出力

⑦

使用前検査

合格年月日

⑧

運転終了年月日

⑨

千! 年 月 日 年 月 日 年 月 日 千! 年 月 日 年 月 日

合 計 合 計

毎週（火・金）曜日発行 第２８８９号外２ 平成２９年７月７日
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１ この規則は、愛媛県核燃料税条例の一部を改正する条例（平成２９年愛媛県条例第３３号）の施行の日から施行する。

２ 改正後の愛媛県核燃料税条例施行規則様式第１号（その２）及び様式第２号（その２）の規定は、この規則の施行の日以後に課税期間

の末日が到来する核燃料税の出力割の賦課徴収について適用し、この規則の施行の日前に課税期間の末日が到来した核燃料税の出力割の

賦課徴収については、なお従前の例による。

!-A32>?$!6

知事が取り扱う個人情報の保護に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２９年７月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

@7&9*.%4<:E)D5(1'+2>)/C,0='+2>

知事が取り扱う個人情報の保護に関する規則（平成１４年愛媛県規則第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

備考

１・２ 省略

３ 課税期間及び税率が同一である複数の発電用原子炉を設

置して行う運転及び廃止に係る事業について申告書又は修

正申告書を提出する場合は、①の欄は、これらの発電用原

子炉の熱出力を合計した値を記載すること。

４ ③の欄は、１，０００キロワット未満の端数は切り捨てて記

載すること。

５ 「発電用原子炉を設置して行う運転及び廃止に係る事業

の明細」は、熱出力その他の事項を発電用原子炉ごとに記

載すること。

６・７ 省略

８ ⑨の欄は、条例第５条第４項各号に掲げる課税期間に係

る申告書又は修正申告書を提出する場合に記載すること。

９ ⑩の欄は、条例第５条第５項に規定する課税期間に係る

申告書又は修正申告書を提出する場合に記載すること。

１０ 省略

F8?#6（第２条関係）

（その１） 省略

（その２）出力割用

備考

１・２ 省略

３ 課税期間 が同一である複数の発電用原子炉を設

置して行う発電事業 について申告書又は修

正申告書を提出する場合は、①の欄は、これらの発電用原

子炉の熱出力を合計した値を記載すること。

４ ③の欄は、１，０００# 未満の端数は切り捨てて記

載すること。

５ 「発電用原子炉を設置して行う発電事業

の明細」は、熱出力その他の事項を発電用原子炉ごとに記

載すること。

６・７ 省略

８ ⑨の欄は、条例第５条第４項に規定する 課税期間に係

る申告書又は修正申告書を提出する場合に記載すること。

９ 省略

F8?#6（第２条関係）

（その１） 省略

（その２）出力割用

省略 省略

更正・決定額

運転に係る事業

千# 月 千# 円

４０，０００

円

更 正 ・ 決 定 額

千# 月 千# 円 円

廃止に係る事業 ３０，０００ ４０，０００

計

既に納付の確

定した額

運転に係る事業 ４０，０００

既 に 納 付 の 確 定 し た 額廃止に係る事業 ３０，０００

計

省略 省略

省略 省略

備考 省略

（その３） 省略

備考 省略

（その３） 省略

改 正 後 改 正 前

?"; 省略

（個人識別符号）

?";)# 条例第２条第２号の２の実施機関が定める文字、番

?"; 省略
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号、記号その他の符号は、次に掲げるものとする。

! 次に掲げる身体の特徴のいずれかを電子計算機の用に供する

ために変換した文字、番号、記号その他の符号であって、特定

の個人を識別することができる水準が確保されるよう適切な範

囲を適切な手法により変換したもの

ア 細胞から採取されたデオキシリボ核酸（別名ＤＮＡ）を構

成する塩基の配列

イ 顔の骨格及び皮膚の色並びに目、鼻、口その他の顔の部位

の位置及び形状によって定まる容貌
こう

ウ 虹彩の表面の起伏により形成される線状の模様

エ 発声の際の声帯の振動、声門の開閉並びに声道の形状及び

その変化

オ 歩行の際の姿勢及び両腕の動作、歩幅その他の歩行の態様

カ 手のひら又は手の甲若しくは指の皮下の静脈の分岐及び端

点によって定まるその静脈の形状

キ 指紋又は掌紋

" 旅券法（昭和２６年法律第２６７号）第６条第１項第１号の旅券

の番号

# 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第９条第２項の被

保険者証の記号、番号及び保険者番号

$ 国民年金法（昭和３４年法律第１４１号）第１４条に規定する基礎

年金番号

% 道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第９３条第１項第１号の

免許証の番号

& 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第７条第１３号に規定

する住民票コード

' 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）第

５４条第３項の被保険者証の番号及び保険者番号

( 日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出

入国管理に関する特例法（平成３年法律第７１号）第８条第１項

第３号の特別永住者証明書の番号

) 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１２条第３項の被保険

者証の番号及び保険者番号

* 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条第５項に規定する

個人番号

+ 出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）第２条

第５号に規定する旅券（日本国政府の発行したものを除く。）

の番号

, 出入国管理及び難民認定法第１９条の４第１項第５号の在留カ

ードの番号

- 健康保険法施行規則（大正１５年内務省令第３６号）第４７条第２

項の被保険者証の記号、番号及び保険者番号

. 健康保険法施行規則第５２条第１項の高齢受給者証の記号、番

号及び保険者番号

/ 船員保険法施行規則（昭和１５年厚生省令第５号）第３５条第１

項の被保険者証の記号、番号及び保険者番号

0 船員保険法施行規則第４１条第１項の高齢受給者証の記号、番

号及び保険者番号

1 私立学校教職員共済法施行規則（昭和２８年文部省令第２８号）

第１条の７の加入者証の加入者番号

2 私立学校教職員共済法施行規則第３条第１項の加入者被扶養

者証の加入者番号

! # " $平成２９年７月７日 第２８８９号外２
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) 私立学校教職員共済法施行規則第３条の２第１項の高齢受給

者証の加入者番号

* 国家公務員共済組合法施行規則（昭和３３年大蔵省令第５４号）

第８９条の組合員証の記号、番号及び保険者番号

+ 国家公務員共済組合法施行規則第９５条第１項の組合員被扶養

者証の記号、番号及び保険者番号

, 国家公務員共済組合法施行規則第９５条の２第１項の高齢受給

者証の記号、番号及び保険者番号

- 国家公務員共済組合法施行規則第１２７条の２第１項の船員組

合員証及び船員組合員被扶養者証の記号、番号及び保険者番号

. 国民健康保険法施行規則（昭和３３年厚生省令第５３号）第７条

の４第１項に規定する高齢受給者証の記号、番号及び保険者番

号

/ 地方公務員等共済組合法施行規程（昭和３７年総理府・文部

省・自治省令第１号）第９３条第２項の組合員証の記号、番号及

び保険者番号

0 地方公務員等共済組合法施行規程第１００条第１項の組合員被

扶養者証の記号、番号及び保険者番号

1 地方公務員等共済組合法施行規程第１００条の２第１項の高齢

受給者証の記号、番号及び保険者番号

2 地方公務員等共済組合法施行規程第１７６条第２項の船員組合

員証及び船員組合員被扶養者証の記号、番号及び保険者番号

3 雇用保険法施行規則（昭和５０年労働省令第３号）第１０条第１

項の雇用保険被保険者証の被保険者番号

（要配慮個人情報）

'!&#" 条例第２条第２号の３の実施機関が定める記述等は、

次に掲げる事項のいずれかを内容とする記述等（個人情報の本人

の病歴又は犯罪の経歴に該当するものを除く。）とする。

! 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）別表に掲げる身

体上の障害があること。

" 知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）にいう知的障害が

あること。

# 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第

１２３号）にいう精神障害（発達障害者支援法（平成１６年法律第

１６７号）第２条第１項に規定する発達障害を含み、知的障害者

福祉法にいう知的障害を除く。）があること。

$ 治療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病であって

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（平成１７年法律第１２３号）第４条第１項の政令で定めるものに

よる障害の程度が同項の厚生労働大臣が定める程度であるもの

があること。

% 個人情報の本人に対して医師その他医療に関連する職務に従

事する者（以下「医師等」という。）により行われた疾病の予

防及び早期発見のための健康診断その他の検査（以下「健康診

断等」という。）の結果

& 健康診断等の結果に基づき、又は疾病、負傷その他の心身の

変化を理由として、個人情報の本人に対して医師等により心身

の状態の改善のための指導又は診療若しくは調剤が行われたこ

と。

' 個人情報の本人を被疑者又は被告人として、逮捕、捜索、差

押え、勾留、公訴の提起その他の刑事事件に関する手続が行わ

れたこと。

( 個人情報の本人を少年法（昭和２３年法律第１６８号）第３条第

$ ( % )平成２９年７月７日 第２８８９号外２
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この規則は、公布の日から施行する。

!'9+*56"!-

児童福祉法施行細則等の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２９年７月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

18<0>/,.57$(;&)4#%*5

（児童福祉法施行細則の一部改正）

6!3 児童福祉法施行細則（昭和３５年愛媛県規則第２９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

１項に規定する少年又はその疑いのある者として、調査、観護

の措置、審判、保護処分その他の少年の保護事件に関する手続

が行われたこと。

?26!-（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 ?26!-（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿

省略 省略

個

人

情

報

の

記

録

項

目

省略

個

人

情

報

の

記

録

項

目

省略

心身の状況
□身体状況 □そ

の他（ ）
心身の状況

□健康・病歴 □障害 □身体状況 □そ

の他（ ）

省略 省略

要配慮個人

情報

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴

□犯罪の経歴 □犯罪により害を被った事

実 □心身の機能の障害 □医師等により

行われた健康診断等の結果 □医師等によ

り行われた指導又は診療若しくは調剤 □

刑事事件に関する手続 □少年の保護事件

に関する手続

思想、信条

等

□思想・信条 □宗教 □犯罪歴 □社会

的差別の原因となるおそれのある個人情報

（ ）

省略 省略

省略 省略

注 省略 注 省略

改 正 後 改 正 前

（委任）

6!3 児 童 福 祉 法（昭 和２２年 法 律 第１６４号。以 下「法」と い

う。）第３２条第１項及び地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

１５３条第２項の規定により、次に掲げる知事の権限は、児童相談

所長に委任する。

!～"の３ 省略

# 施行規則第３６条の４２第１項及び第２項の規定による調査に関

すること（第２３条の４第３項の規定により同条第１項又は第２

項の申請書が児童相談所長を経由する場合に限る。）。

$～% 省略

& 第２３条の６第８項の規定による調査に関すること（同条第３

項の規定により同条第１項又は第２項の申請書が児童相談所長

を経由する場合に限る。）。

' 施行規則第３６条の４７の規定により養育里親の認定等に準じて

行う施行規則第１条の３９に規定する

者

（以下「親族里親希望者」という。）に係る第２０号に掲げる知

事の権限

（委任）

6!3 児 童 福 祉 法（昭 和２２年 法 律 第１６４号。以 下「法」と い

う。）第３２条第１項及び地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

１５３条第２項の規定により、次に掲げる知事の権限は、児童相談

所長に委任する。

!～"の３ 省略

# 施行規則第３６条の４２第１項 の規定による調査に関

すること（第２３条の４第２項の規定により同条第１項

の申請書が児童相談所長を経由する場合に限る。）。

$～% 省略

& 第２３条の６第７項の規定による調査に関すること（同条第２

項の規定により同条第１項 の申請書が児童相談所長

を経由する場合に限る。）。

' 施行規則第３６条の４７の規定により養育里親の認定等に準じて

行う施行規則第１条の３３第２項第１号に掲げる者（以下「養子

縁組希望里親希望者」という。）及び同項第２号に掲げる者

（以下「親族里親希望者」という。）に係る第２０号に掲げる知

事の権限
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２ 法第３２条第２項及び地方自治法第１５３条第２項の規定により、

次に掲げる知事の権限は、地方局長に委任する。

!～"の１６ 省略

"の１７ 法第３５条第３項の規定による市町が設置する児童福祉施

設（乳児院、児童養護施設及び児童心理治療施設 を除

く。）の設置の届出の受理に関すること。

"の１８ 法第３５条第４項の規定による国、県及び市町以外の者が

設置する児童福祉施設（乳児院、児童養護施設及び児童心理治

療施設 を除く。）の設置の認可に関すること。

"の１９ 法第３５条第１１項の規定による市町が設置する児童福祉施

設（乳児院、児童養護施設及び児童心理治療施設 を除

く。）の廃止又は休止の届出の受理に関すること。

"の２０ 法第３５条第１２項の規定による国、県及び市町以外の者が

設置する児童福祉施設（乳児院、児童養護施設及び児童心理治

療施設 を除く。）の廃止又は休止の承認に関すること。

#～$の２ 省略

$の３ 法第５８条第１項の規定による児童福祉施設（乳児院、児

童養護施設及び児童心理治療施設 を除く。）の設置の認

可の取消しに関すること。

%～& 省略

' 施行規則第３６条の４２第１項及び第２項の規定による調査に関

すること（第２３条の４第３項の規定により同条第１項又は第２

項の申請書が地方局長を経由する場合に限る。）。

(・(の２ 省略

) 第２３条の６第８項の規定による調査に関すること（同条第３

項の規定により同条第１項又は第２項の申請書が地方局長を経

由する場合に限る。）。

* 施行規則第３６条の４７の規定により養育里親の認定等に準じて

行う 親族里親希望者に係る第２１号

に掲げる知事の権限

+ 省略

３ 児童相談所長及び地方局長は、第１項第２０号及び第２７号並びに

第２項第２１号及び第２４号の場合にあつては第２３条の４第６項の調

査票を同条第１項又は第２項の申請書に、第１項第２６号及び第２

項第２３号の場合にあつては第２３条の６第８項の調査票を同条第１

項又は第２項の申請書に添え、知事に提出しなければならない。

（養育里親名簿等）

(!"'$" 法第３４条の１９に規定する養育里親名簿は養育里親名簿

（様式第２２号の４）によるものとし、同条に規定する養子縁組

里親名簿は養子縁組里親名簿（様式第２２号の５）による ものと

する。

（養育里親認定登録申請書等）

(!"'$# 施行規則第３６条の４１第１項及び第２項に規定する申請

書は、養育里親（専門里親）認定登録申請書（様式第２３号）（

親族里親希望者にあつては、親族里親認

定申請書（様式第２３号の２））によるものとする。

２ 施行規則第３６条の４１第３項に規定する申請書は、養子縁組里親

認定登録申請書（様式第２３号の３）によるものとする。

３ 前２項の申請書は、特例条例の規定により市がその受理等に関

する事務を処理することとされたもの以外の場合にあつては、養

育里親希望者、養子縁組里親希望者 又は親族里親希望者（以

下「養育里親希望者等」という。）の居住地を管轄する児童相談

２ 法第３２条第２項及び地方自治法第１５３条第２項の規定により、

次に掲げる知事の権限は、地方局長に委任する。

!～"の１６ 省略

"の１７ 法第３５条第３項の規定による市町が設置する児童福祉施

設（乳児院、児童養護施設及び情緒障害児短期治療施設を除

く。）の設置の届出の受理に関すること。

"の１８ 法第３５条第４項の規定による国、県及び市町以外の者が

設置する児童福祉施設（乳児院、児童養護施設及び情緒障害児

短期治療施設を除く。）の設置の認可に関すること。

"の１９ 法第３５条第１１項の規定による市町が設置する児童福祉施

設（乳児院、児童養護施設及び情緒障害児短期治療施設を除

く。）の廃止又は休止の届出の受理に関すること。

"の２０ 法第３５条第１２項の規定による国、県及び市町以外の者が

設置する児童福祉施設（乳児院、児童養護施設及び情緒障害児

短期治療施設を除く。）の廃止又は休止の承認に関すること。

#～$の２ 省略

$の３ 法第５８条第１項の規定による児童福祉施設（乳児院、児

童養護施設及び情緒障害児短期治療施設を除く。）の設置の認

可の取消しに関すること。

%～& 省略

' 施行規則第３６条の４２第１項 の規定による調査に関

すること（第２３条の４第２項の規定により同条第１項

の申請書が地方局長を経由する場合に限る。）。

(・(の２ 省略

) 第２３条の６第７項の規定による調査に関すること（同条第２

項の規定により同条第１項 の申請書が地方局長を経

由する場合に限る。）。

* 施行規則第３６条の４７の規定により養育里親の認定等に準じて

行う養子縁組希望里親希望者及び親族里親希望者に係る第２１号

に掲げる知事の権限

+ 省略

３ 児童相談所長及び地方局長は、第１項第２０号及び第２７号並びに

第２項第２１号及び第２４号の場合にあつては第２３条の４第５項の調

査票を同条第１項 の申請書に、第１項第２６号及び第２

項第２３号の場合にあつては第２３条の６第７項の調査票を同条第１

項 の申請書に添え、知事に提出しなければならない。

（養育里親名簿等）

(!"'$" 法第３４条の１９に規定する養育里親名簿は、養育里親名

簿（様式第２２号の４）（養子縁組希望里親希望者にあつては、養

子縁組希望里親名簿 （様式第２２号の５））によるものと

する。

（養育里親認定登録申請書等）

(!"'$# 施行規則第３６条の４１第１項及び第２項に規定する申請

書は、養育里親（専門里親）認定登録申請書（様式第２３号）（養

子縁組希望里親希望者にあつては養子縁組希望里親認定登録申請

書（様式第２３号の２）、親族里親希望者にあつては親族里親認定

申請書（様式第２３号の３ ））によるものとする。

２ 前項 の申請書は、特例条例の規定により市がその受理等に関

する事務を処理することとされたもの以外の場合にあつては、養

育里親希望者、養子縁組希望里親希望者又は親族里親希望者（以

下「養育里親希望者等」という。）の居住地を管轄する児童相談
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所長又は地方局長を経由しなければならない。

４ 省略

５ 特例条例の規定により市が第１項又は第２項の申請書を知事に

送付するときは、養育里親希望者等の居住地を管轄する児童相談

所長を経由しなければならない。

６ 知事は、施行規則第３６条の４２第１項及び第２項の規定による調

査を児童相談所の所員、社会福祉主事又は児童委員にさせ、養育

里親（専門里親）・養子縁組里親・親族里親家庭調査票 （様

式第２３号の４）を作成するものとする。

７ 施行規則第３６条の４２第３項の規定による通知は、養育里親（専

門里親）・養子縁組里親名簿登録（更新）（不登録（不更新））

通知書 （様式第２３号の５）（親族里親希望者にあつては、親

族里親認定（不認定）通知書（様式第２４号））によるものとす

る。

８ 前項の通知書は、特例条例の規定により市がその交付に関する

事務を処理することとされたもの以外の場合にあつては、第１項

又は第２項の申請書の経由機関を経るものとする。

（養育里親届出書等）

*!")&$ 施行規則第３６条の４３の規定による届出又は里親が行う

養育に関する最低基準第１４条第２項及び第３項の規定による届出

は、養育里親（専門里親）・養子縁組里親・親族里親（受託児

童）届出書 （様式第２５号）によるものとする。

２～４ 省略

（養育里親名簿登録更新申請書等）

*!")&% 省略

２ 施行規則第３６条の４６第３項の規定による申請は、養子縁組里親

名簿登録更新申請書（様式第２６号の２）によるものとする。

３ 前２項の申請書は、特例条例の規定により市がその受付等に関

する事務を処理することとされたもの以外の場合にあつては、養

育里親又は養子縁組里親の居住地を管轄する児童相談所長又は地

方局長を経由しなければならない。

４ 省略

５ 特例条例の規定により市が第１項又は第２項の申請書を知事に

送付するときは、養育里親又は養子縁組里親の居住地を管轄する

児童相談所長を経由しなければならない。

６ 知事は、施行規則第３６条の４６第１項又は第３項の規定による登

録の更新をし、又はしないことの決定を行つたときは、養育里親

（専門里親）・養子縁組里親名簿登録（更新）（不登録（不

更新））通知書 により、当該養育里親又は養子縁組里親に通

知するものとする。

７ 前項の通知書は、特例条例の規定により市がその交付に関する

事務を処理することとされたもの以外の場合にあつては、第１項

又は第２項の申請書の経由行政機関を経るものとする。

８ 知事は、施行規則第３６条の４６第１項又は第３項の規定による申

請があつたときその他必要があると認めるときは、児童相談所の

所員、社会福祉主事又は児童委員に、当該養育里親又は養子縁組

里親が適当であるかどうかを調査させ、養育里親（専門里親）・

養子縁組里親・親族里親家庭調査票 を作成するものとする。

（養育里親名簿登録消除申出書等）

*!#) 施行規則第３６条の４４第１項第１号の規定による申出は、養

育里親名簿登録・養子縁組里親名簿登録・親族里親認定消除申出

書 （様式第２７号）によるものとする。

２～４ 省略

所長又は地方局長を経由しなければならない。

３ 省略

４ 特例条例の規定により市が第１項 の申請書を知事に

送付するときは、養育里親希望者等の居住地を管轄する児童相談

所長を経由しなければならない。

５ 知事は、施行規則第３６条の４２第１項 の規定による調

査を児童相談所の所員、社会福祉主事又は児童委員にさせ、養育

里親（専門里親）・養子縁組希望里親・親族里親家庭調査票（様

式第２３号の４）を作成するものとする。

６ 施行規則第３６条の４２第２項の規定による通知は、養育里親（専門

里親）・養子縁組希望里親名簿登録（更新）（不登録（不更新

））通知書（様式第２３号の５）（親族里親希望者にあつては、親

族里親認定（不認定）通知書（様式第２４号））によるものとす

る。

７ 前項の通知書は、特例条例の規定により市がその交付に関する

事務を処理することとされたもの以外の場合にあつては、第１項

の申請書の経由機関を経るものとする。

（養育里親届出書等）

*!")&$ 施行規則第３６条の４３の規定による届出又は里親が行う

養育に関する最低基準第１４条第２項及び第３項の規定による届出

は、養育里親（専門里親）・養子縁組希望里親・親族里親（受

託児童）届出書（様式第２５号）によるものとする。

２～４ 省略

（養育里親名簿登録更新申請書等）

*!")&% 省略

２ 前項 の申請書は、特例条例の規定により市がその受付等に関

する事務を処理することとされたもの以外の場合にあつては、養

育里親 の居住地を管轄する児童相談所長又は地

方局長を経由しなければならない。

３ 省略

４ 特例条例の規定により市が第１項 の申請書を知事に

送付するときは、養育里親 の居住地を管轄する

児童相談所長を経由しなければならない。

５ 知事は、施行規則第３６条の４６第１項 の規定による登

録の更新をし、又はしないことの決定を行つたときは、養育里親

（専門里親）・養子縁組希望里親名簿登録（更新）（不登録

（不更新））通知書により、当該養育里親 に通

知するものとする。

６ 前項の通知書は、特例条例の規定により市がその交付に関する

事務を処理することとされたもの以外の場合にあつては、第１項

の申請書の経由行政機関を経るものとする。

７ 知事は、施行規則第３６条の４６第１項 の規定による申

請があつたときその他必要があると認めるときは、児童相談所の

所員、社会福祉主事又は児童委員に、当該養育里親

が適当であるかどうかを調査させ、養育里親（専門里親）・

養子縁組希望里親・親族里親家庭調査票を作成するものとする。

（養育里親名簿登録消除申出書等）

*!#) 施行規則第３６条の４４第１項第１号の規定による申出は、養

育里親名簿登録（養子縁組希望里親名簿登録・親族里親認定）消

除申出書（様式第２７号）によるものとする。

２～４ 省略
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（売却の方法）

+"#* 児童相談所長は、法第３３条の２の２第２項（法第３３条の３

第２項において準用する場合を含む。）の規定により売却を必要

とする物で高価と認められるものについては、公告して競売に付

さなければならない。ただし、即時に売却しなければ腐敗し、若

しくは滅失するおそれがある物又は公告の後競売人がない物につ

いては、この限りでない。

２ 省略

（公告の方法）

+"$* 法第３３条の２の２第４項（法第３３条の３第２項において準

用する場合を含む。）に規定する公告は、物の名称、種類、数

量、形状及び児童がその物を所持するに至つた経緯等その物を知

るに足る事項を記して１４日間当該児童相談所の、又は最寄りの掲

示場に掲示して行うものとする。ただし、貴重と認められる物に

ついては、県報又は新聞紙に掲載して行うものとする。

.)+!!(%#（第２３条の３関係） 養育里親名簿

（売却の方法）

+"#* 児童相談所長は、法第３３条の２第２項 （法第３３条の３

第２項において準用する場合を含む。）の規定により売却を必要

とする物で高価と認められるものについては、公告して競売に付

さなければならない。ただし、即時に売却しなければ腐敗し、若

しくは滅失するおそれがある物又は公告の後競売人がない物につ

いては、この限りでない。

２ 省略

（公告の方法）

+"$* 法第３３条の２第４項 （法第３３条の３第２項において準

用する場合を含む。）に規定する公告は、物の名称、種類、数

量、形状及び児童がその物を所持するに至つた経緯等その物を知

るに足る事項を記して１４日間当該児童相談所の、又は最寄りの掲

示場に掲示して行うものとする。ただし、貴重と認められる物に

ついては、県報又は新聞紙に掲載して行うものとする。

.)+!!(%#（第２３条の３関係） 養育里親名簿

省略 省略

養育

里親

の希

望等

省略 養育

里親

の希

望等

省略

将来的に養子縁組里親

となることの考え等について

将来的に養子縁組によつて養親となることを

希望する里親となることの考え等について

省略 省略

省略 省略

.)+!!(%$（第２３条の３関係） 養子縁組里親名簿 .)+!!(%$（第２３条の３関係） 養子縁組希望里親名簿

養子縁組里親名簿

省略

養子縁組希望里親名簿

省略

登

録

番

号

登

録

状

況

登録（更新・

消除）の別

登録（更新・消除）

年月日

省略

登

録

番

号

登

録

状

況

登録（

消除）の別

登録（ 消除）

年月日

省略

省略

年 月 日
年 月 日

現登録の有効期間満了日 年 月 日

養

子

縁

組

里

親

省略

養

子

縁

組

希

望

里

親

省略

電話

番号

電話

番号

電話

番号

電話

番号
研修

修了

状況

研修

の種

類

修 了 年 月 日

（修了証書番

号）

研修

修了

状況

研修

の種

類

修 了 年 月 日

（修了証書番

号）

年 月 日

（ 第 号）

年 月 日

（ 第 号）

年 月 日

（ 第 号）

年 月 日

（ 第 号）

年 月 日

（ 第 号）

年 月 日

（ 第 号）

年 月 日

（ 第 号）

年 月 日

（ 第 号）

省略 省略

養子

縁組

里親

省略 養子

縁組

希望

里親

省略

& , ' -平成２９年７月７日 第２８８９号外２
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の同

居人

の同

居人

省略 省略

養子

縁組

里親

の希

望等

省略 養子

縁組

希望

里親

の希

望等

省略

省略 省略

-)*!"(（第２３条の４関係） 養育里親（専門里親）認定登録申

請書

-)*!"(（第２３条の４関係） 養育里親（専門里親）認定登録申

請書

省略 省略

申請に

当たつ

ての希

望等

省略 申請に

当たつ

ての希

望等

省略

将来的に養子縁組里親

となることの考え等について

将来的に養子縁組によつて養親となることを

希望する里親となることの考え等について

省略 省略

注 省略

-)*!"(%#（第２３条の４関係） 養育里親（専門里親）・養子

縁組里親・親族里親家庭調査票

注 省略

-)*!"(%#（第２３条の４関係） 養育里親（専門里親）・養子

縁組希望里親・親族里親家庭調査票

養育里親（専門里親）・養子縁組里親・親族里親 家庭調査

票

養育里親（専門里親）・養子縁組希望里親・親族里親 家庭

調査票

省略 省略

専

門

里

親

省略

専

門

里

親

省略

児童の養育

に専念でき

ること。

□可 □不可

（理由）

（ ）

児童の養育

に専念でき

ること。

□可 □不可

（理由）

（ ）

児童の養育

に専念でき

ること。

□可 □不可

（理由）

（ ）

児童の養育

に専念でき

ること。

□可 □不可

（理由）

（ ）

養

子

縁

組

里

親

養子

縁組

里親

研修

研修の

種類

□認定前研修

□更新研修 養子

縁組

里親

研修

研修の

種類

□認定前研修

□更新研修

修了（

見込）

年月日

年 月 日

修了・修了見

込み

修了（

見込）

年月日

年 月 日

修了・修了見

込み

省略 省略

注１・２ 省略

３ 「養育里親」の欄は養育里親の認定申請の場合に、「専

門里親」の欄は専門里親の認定申請の場合に、「養子縁組

里親」の欄は養子縁組里親の認定申請の場合にのみ記入す

ること。

-)*!"(%$（第２３条の４関係） 養育里親（専門里親）・養子

縁組里親名簿登録（更新）（不登録（不更新））通知書

注１・２ 省略

３ 「養育里親」の欄は養育里親の認定申請の場合に、「専

門里親」の欄は専門里親の認定申請の場合

にのみ記入す

ること。

-)*!"(%$（第２３条の４関係） 養育里親（専門里親）・養子

縁組希望里親名簿登録（更新）（不登録（不更新））通知書

養育里親（専門里親）・養子縁組里親名簿登録（更新）（不

登録（不更新））通知書

省略

養育里親（専門里親）・養子縁組希望里親名簿登録（更新）

（不登録（不更新））通知書

省略

省略 省略

注 省略

-)*!$(（第２３条の５関係） 養育里親（専門里親）・養子縁組

里親・親族里親（受託児童）届出書

注 省略

-)*!$(（第２３条の５関係） 養育里親（専門里親）・養子縁組

希望里親・親族里親（受託児童）届出書

& + ' ,平成２９年７月７日 第２８８９号外２
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養育里親（専門里親）・養子縁組里親・親族里親（受託児

童）届出書

省略

養育里親（専門里親）・養子縁組希望里親・親族里親（受託

児童）届出書

省略

省略 省略

養育里親（専門里親）・養

子縁組里親 ・親族里親

省略 養育里親（専門里親）・養

子縁組希望里親・親族里親

省略

省略 省略

注１～３ 省略

４ 「登録番号」及び「登録（更新）年月日」の欄は、養育

里親又は養子縁組里親 のみ記入すること。

５ 省略

/+,"$*（第２３条の６関係） 養育里親（専門里親）名簿登録更

新申請書

注１～３ 省略

４ 「登録番号」及び「登録（更新）年月日」の欄は、養育

里親又は養子縁組希望里親のみ記入すること。

５ 省略

/+,"$*（第２３条の６関係） 養育里親（専門里親）名簿登録更

新申請書

省略 省略

申請に

当たつ

ての希

望等

省略 申請に

当たつ

ての希

望等

省略

将来的に養子縁組里親

となることの考え等について

将来的に養子縁組によつて養親となることを

希望する里親となることの考え等について

省略 省略

注 省略

/+,"%*（第２４条関係） 養育里親名簿登録・養子縁組里親名簿

登録・親族里親認定消除申出書

注 省略

/+,"%*（第２４条関係） 養育里親名簿登録（養子縁組希望里親

名簿登録・親族里親認定）消除申出書

養育里親名簿登録・養子縁組里親名簿登録・親族里親認定消

除申出書

省略

養育里親名簿登録（養子縁組里親名簿登録・親族里親認定）

消除申出書

省略

省略 省略

注１～３ 省略

４ 「登録番号」の欄、「登録年月日」の欄、「認定年月

日」の欄及び「登録（認定）の消除を申し出る理由」の欄

は、養育里親及び養子縁組里親 にあつては登録番号、

登録年月日及び登録の消除を申し出る理由を、親族里親に

あつては認定年月日及び認定の消除を申し出る理由を記入

すること。

/+,"&*（第２６条関係） 里親再委託申請書

注１～３ 省略

４ 「登録番号」の欄、「登録年月日」の欄、「認定年月

日」の欄及び「登録（認定）の消除を申し出る理由」の欄

は、養育里親及び養子縁組希望里親にあつては登録番号、

登録年月日及び登録の消除を申し出る理由を、親族里親に

あつては認定年月日及び認定の消除を申し出る理由を記入

すること。

/+,"&*（第２６条関係） 里親再委託申請書

省略 省略

養育里親（専門里親）・養

子縁組里親 ・親族里親

省略 養育里親（専門里親）・養

子縁組希望里親・親族里親

省略

省略 省略

注１～３ 省略

４ 「登録番号」の欄は、養育里親又は養子縁組里親 の

み記入すること。

/+,"'*（第２６条関係） 里親再委託承認（不承認）通知書

注１～３ 省略

４ 「登録番号」の欄は、養育里親又は養子縁組希望里親の

み記入すること。

/+,"'*（第２６条関係） 里親再委託承認（不承認）通知書

省略 省略

養育里親（専門里親）・養

子縁組里親 ・親族里親

省略 養育里親（専門里親）・養

子縁組希望里親・親族里親

省略

省略 省略

注１ 省略

２ 「登録番号」の欄は、養育里親又は養子縁組里親 の

み記入すること。

/+,#!*（第２９条関係） 証票

注１ 省略

２ 「登録番号」の欄は、養育里親又は養子縁組希望里親の

み記入すること。

/+,#!*（第２９条関係） 証票

( - ) .平成２９年７月７日 第２８８９号外２
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%!$ 児童福祉法施行細則の一部を次のように改正する。

様式第２３号の２を削り、様式第２３号の３を様式第２３号の２とし、同様式の次に次の１様式を加える。

（表） 省略

（裏）

（表） 省略

（裏）

省略

３ 都道府県は、前項ただし書の規定による更新に係る承

認の申立てをした場合において、やむを得ない事情があ

るときは、当該措置の期間が満了した後も、当該申立て

に対する審判が確定するまでの間、引き続き当該措置を

採ることができる。ただし、当該申立てを却下する審判

があつた場合は、当該審判の結果を考慮してもなお当該

措置を採る必要があると認めるときに限る。

省略

省略

４ 都道府県は、第２項 の規定による更新に係る承

認の申立てをした場合において、やむを得ない事情があ

るときは、当該措置の期間が満了した後も、当該申立て

に対する審判が確定するまでの間、引き続き当該措置を

採ることができる。ただし、当該申立てを却下する審判

があつた場合は、当該審判の結果を考慮してもなお当該

措置を採る必要があると認めるときに限る。

省略

注 省略 注 省略

" & # '平成２９年７月７日 第２８８９号外２
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様式第２６号の次に次の１様式を加える。

! # " $平成２９年７月７日 第２８８９号外２

１４



����������������

� � �� � �� � ��

� ������ � � � � ��

��� � � � � � � � � �

���� � � � � � � � � � � �

��� � � � � � � � ��

��
���

� � �� �� ��
����

�� � � � ��
���� � � � �� �� �� ����������� � �

� � � ��
��������
��������

�� � �� � �

� �� � �

�����
��

�� � ��
�� ��� ����

��
�� � ��

��� ���

� �� � �

� �� � �

����� ����

� � � �
������

�� � �� � �
��������

� � � �
�����

�� � �� � �
��������

�����
�����
��

�� � � �

����
�����
��

�� � � �

�� � �� ����� � � � � �� �� �� � ��

��
�� � ��

���

��
�� � ��

���

��
�� � ��

���

��
�� � ��

���

��������������

������������������
����

�������
�����

����

��� �����������������������

�� ���������������

�� ���������������

�� ����������������

���� ����������������������������������

��

���� ���������������

+'(!"&#!（第２３条の６関係） 養子縁組里親名簿登録更新申請書

$ ) % *平成２９年７月７日 第２８８９号外２

１５



（児童福祉法第５６条の規定による費用徴収規則の一部改正）

%!$ 児童福祉法第５６条の規定による費用徴収規則（昭和４１年愛媛県規則第１３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

('（第４条関係）

徴 収 金 基 準 額 表

('（第４条関係）

徴 収 金 基 準 額 表

各月初日の措置児童等の

属する世帯の階層区分

徴収金基準額

（月 額）

各月初日の措置児童等の

属する世帯の階層区分

徴収金基準額

（月 額）

階 層

区 分
定 義

入所

施設

母子生活支援施設、児童自

立支援施設通所部、児童心

理治療施設通所部 及

び児童自立生活援助事業所

階 層

区 分
定 義

入所

施設

母子生活支援施設、児童自

立支援施設通所部、情緒障

害児短期治療施設通所部及

び児童自立生活援助事業所

省略 省略

備考

１～３ 省略

４ この表における「入所施設」とは、児童養護施設、児

童自立支援施設、児童心理治療施設 、乳児院、助

産施設、小規模住居型児童養育事業所及び里親並びに障

害児入所施設及び指定発達支援医療機関（児童を入院さ

せるものに限る。以下同じ。）をいう。

５・６ 省略

７ 同一世帯から２人以上の措置児童等が入所している場

合においては、その月の措置費等の徴収金基準額の最も

多額な措置児童等以外の措置児童等については、その施

設のこの表の徴収金基準額に０．１を乗じて得た額をもつて

その措置児童等の徴収金基準額とする。ただし、措置児

童等の属する世帯の扶養義務者が、法第２１条の５の２に

規定する障害児通所給付費又は法第２４条の２に規定する

障害児入所給付費を支給されている場合における当該世

帯に係る徴収金基準額については、「児童入所施設に係

る徴収金基準額＋児童入所施設に係る徴収金基準額×０．１

×（当該世帯における施設入所児童の人数－１）」（当

該世帯における措置児童等に係る徴収金基準額が、児童

自立支援施設通所部及び児童心理治療施設通所部

の徴収金基準額である場合は、当該世帯における施設入

所児童の徴収金基準額の合算額）を当該世帯に係る上限

とし、その額がその月の利用者負担額（法第２４条の７に

規定する食事の提供に要した費用及び居住に要した費用

並びに法第２１条の５の２８に規定する肢体不自由児通所医

療又は法第２４条の２０に規定する障害児入所医療に係る利

用者負担を含む利用者負担の上限額（実際に利用者負担

として支払つた額が上限額を下回る場合は当該支払つた

額とする。）をいう。以下同じ。）を上回る場合は、そ

の額と障害児施設の利用者負担額との差額を児童入所施

設に係る徴収金基準額とし、障害児施設の利用者負担額

が当該世帯の上限額を上回る場合は、児童入所施設に係

る徴収金基準額は零円とする。

８ 小規模住居型児童養育事業所又は里親に委託されてい

る児童及び児童養護施設又は母子生活支援施設に入所し

ている児童が、児童自立支援施設又は児童心理治療施設

へ通所する場合の通所に係る徴収金基準額は、零

備考

１～３ 省略

４ この表における「入所施設」とは、児童養護施設、児

童自立支援施設、情緒障害児短期治療施設、乳児院、助

産施設、小規模住居型児童養育事業所及び里親並びに障

害児入所施設及び指定発達支援医療機関（児童を入院さ

せるものに限る。以下同じ。）をいう。

５・６ 省略

７ 同一世帯から２人以上の措置児童等が入所している場

合においては、その月の措置費等の徴収金基準額の最も

多額な措置児童等以外の措置児童等については、その施

設のこの表の徴収金基準額に０．１を乗じて得た額をもつて

その措置児童等の徴収金基準額とする。ただし、措置児

童等の属する世帯の扶養義務者が、法第２１条の５の２に

規定する障害児通所給付費又は法第２４条の２に規定する

障害児入所給付費を支給されている場合における当該世

帯に係る徴収金基準額については、「児童入所施設に係

る徴収金基準額＋児童入所施設に係る徴収金基準額×０．１

×（当該世帯における施設入所児童の人数－１）」（当

該世帯における措置児童等に係る徴収金基準額が、児童

自立支援施設通所部及び情緒障害児短期治療施設通所部

の徴収金基準額である場合は、当該世帯における施設入

所児童の徴収金基準額の合算額）を当該世帯に係る上限

とし、その額がその月の利用者負担額（法第２４条の７に

規定する食事の提供に要した費用及び居住に要した費用

並びに法第２１条の５の２８に規定する肢体不自由児通所医

療又は法第２４条の２０に規定する障害児入所医療に係る利

用者負担を含む利用者負担の上限額（実際に利用者負担

として支払つた額が上限額を下回る場合は当該支払つた

額とする。）をいう。以下同じ。）を上回る場合は、そ

の額と障害児施設の利用者負担額との差額を児童入所施

設に係る徴収金基準額とし、障害児施設の利用者負担額

が当該世帯の上限額を上回る場合は、児童入所施設に係

る徴収金基準額は零円とする。

８ 小規模住居型児童養育事業所又は里親に委託されてい

る児童及び児童養護施設又は母子生活支援施設に入所し

ている児童が、児童自立支援施設又は情緒障害児短期治

療施設へ通所する場合の通所に係る徴収金基準額は、零
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（愛媛県事務処理の特例に関する条例に基づき市町が処理する事務の範囲を定める規則の一部改正）

+$) 愛媛県事務処理の特例に関する条例に基づき市町が処理する事務の範囲を定める規則（平成１２年愛媛県規則第１６号）の一部を次の

ように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則の一部改正）

+%) 愛媛県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則（平成２５年愛媛県規則第１８号）の一部を次のように改正す

る。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

. *

１ この規則は、公布の日から施行する。

２ この規則施行の際現に提出され、又は交付している第１条の規定による改正前の児童福祉法施行細則様式第２３号、様式第２６号、様式第

２７号、様式第２８号及び様式第３０号の規定による書類は、同条の規定による改正後の児童福祉法施行細則様式第２３号、様式第２６号、様式第

２７号、様式第２８号及び様式第３０号の規定による書類とみなす。

円とする。

９・１０ 省略

円とする。

９・１０ 省略

注 省略 注 省略

改 正 後 改 正 前

/-（第２条関係） /-（第２条関係）

１ 特例条例別表３

の項第１３号に規定

す る 児 童 福 祉 法

（昭和２２年法律第

１６４号）の 施 行 の

ための規則に基づ

く事務であって規

則で定めるもの

児童福祉法施行細則（昭和３５年愛媛

県規則第２９号。以下この項において

「規則」という。）に基づく事務のう

ち、次に掲げるもの

! 省略

" 規則第２３条の６第６項の規定に基

づく登録の更新をし、又はしないこ

との決定の通知に係る通知書の交付

に関する事務

# 規則第２３条の６第８項の規定に基

づく養育里親又は養子縁組里親が適

当であるかどうかの調査に関する事

務

$ 省略

１ 特例条例別表３

の項第１３号に規定

す る 児 童 福 祉 法

（昭和２２年法律第

１６４号）の 施 行 の

ための規則に基づ

く事務であって規

則で定めるもの

児童福祉法施行細則（昭和３５年愛媛

県規則第２９号。以下この項において

「規則」という。）に基づく事務のう

ち、次に掲げるもの

! 省略

" 規則第２３条の６第５項の規定に基

づく登録の更新をし、又はしないこ

との決定の通知に係る通知書の交付

に関する事務

# 規則第２３条の６第７項の規定に基

づく養育里親 が適

当であるかどうかの調査に関する事

務

$ 省略

２～２０ 省略 ２～２０ 省略

改 正 後 改 正 前

（児童心理治療施設 の職員の基準）

+"&) 児童心理治療施設 の心理療法担当職員の数は、おお

むね児童１０人につき１人以上とする。

２ 児童心理治療施設 の児童指導員及び保育士の総数は、通

じておおむね児童４．５人につき１人以上とする。

（児童心理治療施設 の長の資格）

+#!) 条例第９３条第１項第４号の規則で定める基準は、第７条に

掲げる期間の合計が３年以上である者であること又は基準省令第

７４条第１項第４号の厚生労働大臣が指定する講習会の課程を修了

した者であることとする。

（情緒障害児短期治療施設の職員の基準）

+"&) 情緒障害児短期治療施設の心理療法担当職員の数は、おお

むね児童１０人につき１人以上とする。

２ 情緒障害児短期治療施設の児童指導員及び保育士の総数は、通

じておおむね児童４．５人につき１人以上とする。

（情緒障害児短期治療施設の長の資格）

+#!) 条例第９３条第１項第４号の規則で定める基準は、第７条に

掲げる期間の合計が３年以上である者であること又は基準省令第

７４条第１項第４号の厚生労働大臣が指定する講習会の課程を修了

した者であることとする。

' , ( 0平成２９年７月７日 第２８８９号外２
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愛媛県職員の退職手当の支給等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２９年７月７日

愛媛県人事委員会委員長 宇都宮 嘉 忠

-E6=0*A=;C*85D)3(+4@*/F,2?(+4@

愛媛県職員の退職手当の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－４７９）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

B#%< 省略

（条例第１０条第９項第２号に規定する人事委員会規則で定める

者）

B#%<*$ 条例第１０条第９項第２号アに規定する人事委員会規則

で定める者のうち次の各号に掲げる者は、当該各号に定める者と

する。

! 雇用保険法第２４条の２第１項第１号に掲げる者に相当する者

退職した職員であつて、同号に掲げる者に該当するもの

" 雇用保険法第２４条の２第１項第２号に掲げる者に相当する者

退職した職員であつて、その者を同法第４条第１項に規定す

る被保険者と、その者が退職の際従事していた県の事務を同法

第５条第１項に規定する適用事業とみなしたならば同号に掲げ

る者に該当するもの

# 雇用保険法第２４条の２第１項第３号に掲げる者に相当する者

退職した職員であつて、その者を同法第４条第１項に規定す

る被保険者と、その者が退職の際従事していた県の事務を同法

第５条第１項に規定する適用事業とみなしたならば同号に掲げ

る者に該当するもの

２ 条例第１０条第９項第２号イに規定する人事委員会規則で定める

者は、前項第２号に定める者とする。

H:B&7（第１２条－第１４条、第１５条－第１８条関係） 失業者の退

職手当受給資格証

B#%< 省略

H:B&7（第１２条 －第１８条関係） 失業者の退

職手当受給資格証

省略 省略

公共

職業

訓練

等

受講開始

年 月 日

技

能

習

得

手

当

受講手当
日額 円

月 日支給開始 公共

職業

訓練

等

受講開始

年 月 日

技

能

習

得

手

当

受講手当
日額 円

月 日支給開始

特定職種

受講手当

月額 円

月 日支給開始

受講終了予定

年 月 日

省略
受講終了予定

年 月 日

省略

省略 省略

省略 省略

注 省略

H:B#%7（第１４条関係） 公共職業訓練等受講証明書

省略

注 省略

H:B#%7（第１４条関係） 公共職業訓練等受講証明書

省略

省略 省略

認定

日数
日

受講

日数
日

通所

日数
日

寄宿

日数
日

認定

日数
日
受講

日数
日
通所

日数
日
特定職種

受講日数
日
寄宿

日数
日

省略 省略
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様式第１７号中
「
乗車（船）の場所 を

「 乗車（船）の場所

（出発空港）
に、
「
下車（船）の場所 を

「 下車（船）の場所

（到着空港）
に、

」 」 」 」

「 ※船 賃

距離 運賃

! 円

「 ※船 賃 ※航空賃

距離 運賃 距離 運賃

! 円 ! 円

を に改める。

」 」

「 船 賃

距離 運賃

! 円

「 船 賃 航空賃

距離 運賃 距離 運賃

! 円 ! 円

様式第１８号中 を に改める。

」 」

+ (

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ この規則施行の際現に交付されている改正前の愛媛県職員の退職手当の支給等に関する規則（以下「旧規則」という。）様式第７号の

規定による書類は、改正後の愛媛県職員の退職手当の支給等に関する規則（以下「新規則」という。）様式第７号の規定による書類とみ

なす。

３ この規則施行の際現に提出されている旧規則様式第１４号、様式第１５号の５、様式第１７号及び様式第１８号の規定による書類は、新規則様

式第１４号、様式第１５号の５、様式第１７号及び様式第１８号の規定による書類とみなす。

注 省略

-')!"&#"（第１６条関係） 就業手当に相当する退職手当支給

申請書

注 省略

-')!"&#"（第１６条関係） 就業手当に相当する退職手当支給

申請書

省略 省略

申請に係る就業について、離職理由による給付制限期

間中の最初の１箇月である場合に、公共職業安定所、

地方公共団体又は職業紹介事業者の紹介を受けたか。

省略 申請に係る就業について、離職理由による給付制限期

間中の最初の１箇月である場合に、公共職業安定所

又は職業紹介事業者の紹介を受けたか。

省略

注１ 省略

２ 「雇用期間」欄、「上記事業所の事業主は、受給資格に

係る離職前の事業主（関連事業主を含む。）であるか。」

欄、「申請に係る就業について、公共職業安定所への求職

の申込みの日前に雇用の予約があつたか。」欄及び「申請

に係る就業について、離職理由による給付制限期間中の最

初の１箇月である場合に、公共職業安定所、地方公共団体

又は職業紹介事業者の紹介を受けたか。」欄は、該当する

番号を○で囲むとともに、必要事項を記入すること。

３ 省略

注１ 省略

２ 「雇用期間」欄、「上記事業所の事業主は、受給資格に

係る離職前の事業主（関連事業主を含む。）であるか。」

欄、「申請に係る就業について、公共職業安定所への求職

の申込みの日前に雇用の予約があつたか。」欄及び「申請

に係る就業について、離職理由による給付制限期間中の最

初の１箇月である場合に、公共職業安定所

又は職業紹介事業者の紹介を受けたか。」欄は、該当する

番号を○で囲むとともに、必要事項を記入すること。

３ 省略

平成２９年７月７日 発行
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